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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期 

第２四半期 
連結累計期間 

第66期 
第２四半期 
連結累計期間 

第65期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （千円） 7,753,041 7,772,297 16,098,441 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △19,724 26,254 46,287 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

（千円） △7,762 15,195 44,073 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △20,221 17,153 31,636 

純資産額 （千円） 3,086,123 3,121,174 3,137,451 

総資産額 （千円） 8,298,308 8,532,525 8,802,950 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

（円） △1.17 2.29 6.64 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 37.2 36.6 35.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,116 351,906 △58,399 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 166,968 △22,503 180,379 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △158,965 △29,608 △160,564 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 294,388 548,711 248,916 

 

回次
第65期

第２四半期
連結会計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失 

金額（△） 

（円） △1.32 0.27 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

     しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第66期第２四半期連結累計期間及び第65

期は潜在株式が存在しないため、第65期第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、日銀の超低金利政策による景気刺激策が続き、大企業を中心

に企業収益や雇用環境が改善したものの、反面、インバウンド消費が一段落し、設備投資の伸びも見られず景気の

足踏み状態は長期化しており、先行きもなお不透明な状況にあります。

 当社グループは、構造的な国内紙需要の低迷による市況軟化という厳しい環境のもと、引き続き卸商分野の小口

需要を大切に積極的な販売活動を展開してまいりました。 

 その結果、販売数量、売上高ともに前期を上回ることができました。利益面では諸経費の削減効果もあり、営業

利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに前期より改善いたしました。

 当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高 7,772百万円（前年同期比19百万円増）、営業利益 ８百万円

（前年同期は営業損失39百万円）、経常利益 26百万円（前年同期は経常損失19百万円）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は15百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失７百万円）となりました。

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 洋紙卸売事業

 当セグメントにおきましては、売上高は7,708百万円（前年同期比25百万円増）、利益では、セグメント利益

（営業利益）は148百万円（前年同期比48百万円増）となりました。

② 不動産賃貸事業

 当セグメントにおきましては、売上高は62百万円（前年同期比１百万円減）、利益では、セグメント利益

（営業利益）は23百万円（前年同期比０百万円減）となりました。

③ 物流事業

 当セグメントにおきましては、売上高は137百万円（前年同期比15百万円増）、利益では、セグメント利益

（営業利益）は５百万円（前年同期はセグメント損失（営業損失）１百万円）となりました。

 

(2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて270百万円減少し、8,532百万円となりまし

た。これは主に、受取手形及び売掛金が491百万円減少し、現金及び預金が299百万円増加したためであります。

 負債は、前連結会計年度末に比べて254百万円減少し、5,411百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が204百万円減少したためであります。

 純資産は、前連結会計年度末に比べて16百万円減少し、3,121百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

299百万円増加し、548百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果獲得した資金は351百万円（前年同期は１百万円の使用）となりました。これは主に、売上債権

及び仕入債務の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は22百万円（前年同期は166百万円の獲得）となりました。これは主に、有形固定

資産、無形固定資産及び投資有価証券の取得よる支出等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は29百万円（前年同期は158百万円の使用）となりました。これは主に、配当金の

支払による支出等によるものであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

 普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現

 在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

 普通株式 7,353,443 7,353,443

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 7,353,443 7,353,443 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式総
 数増減数

（株）

 発行済株式総
 数残高（株）

 資本金増減額
（千円）

 資本金残高
（千円）

 資本準備金増
 減額（千円）

 資本準備金残
 高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 7,353,443 － 2,381,052 － －
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本製紙株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 1,264 17.20 

日本紙通商株式会社 東京都千代田区神田駿河台４－６ 783 10.65 

日本紙パルプ商事株式会社 東京都中央区勝どき３－12－１ 715 9.73 

国際紙パルプ商事株式会社 東京都中央区明石町６－24 441 6.00 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 182 2.48 

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨２－10－２ 180 2.45 

林  いく子 東京都豊島区 157 2.14 

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２－３－11 131 1.79 

郡司 光太 東京都渋谷区 106 1.44 

新生紙パルプ商事株式会社 東京都千代田区神田錦町１－８ 105 1.43 

計 － 4,067 55.32 

（注） 上記のほか、自己株式が719千株あります。なお、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は9.78％であり

ます。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    719,000
－

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式   6,610,000 6,610 同上

単元未満株式 普通株式    24,443 － 同上

発行済株式総数        7,353,443 － －

総株主の議決権 － 6,610 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社共同紙販ホール

ディングス

 

東京都台東区北上野

一丁目９番12号 719,000 － 719,000 9.78

計 － 719,000 － 719,000 9.78
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２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、永和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 248,916 548,711 

受取手形及び売掛金 ※２ 3,780,163 ※２ 3,288,470 

商品 844,954 813,540 

未収入金 ※３ 525,989 ※３ 514,241 

その他 44,931 40,590 

貸倒引当金 △1,508 △655 

流動資産合計 5,443,446 5,204,898 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,030,758 1,011,787 

機械装置及び運搬具（純額） 27,185 24,413 

土地 1,178,095 1,178,095 

その他（純額） 8,746 7,766 

有形固定資産合計 2,244,787 2,222,063 

無形固定資産    

のれん 478,285 458,356 

その他 29,507 27,165 

無形固定資産合計 507,792 485,521 

投資その他の資産    

投資有価証券 315,972 329,812 

出資金 ※４ 215,341 ※４ 215,341 

その他 ※１ 75,609 ※１ 74,887 

投資その他の資産合計 606,923 620,041 

固定資産合計 3,359,503 3,327,626 

資産合計 8,802,950 8,532,525 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※４ 5,099,300 ※４ 4,894,378 

賞与引当金 30,244 24,500 

その他 171,174 129,122 

流動負債合計 5,300,718 5,048,000 

固定負債    

退職給付に係る負債 329,809 329,351 

繰延税金負債 1,822 1,763 

その他 33,147 32,234 

固定負債合計 364,779 363,349 

負債合計 5,665,498 5,411,350 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,381,052 2,381,052 

資本剰余金 776,560 776,560 

利益剰余金 320,729 302,752 

自己株式 △260,579 △260,836 

株主資本合計 3,217,763 3,199,528 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △81,169 △79,128 

その他の包括利益累計額合計 △81,169 △79,128 

非支配株主持分 857 774 

純資産合計 3,137,451 3,121,174 

負債純資産合計 8,802,950 8,532,525 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 7,753,041 7,772,297 

売上原価 6,815,120 6,809,611 

売上総利益 937,921 962,685 

販売費及び一般管理費    

役員報酬及び給料手当 379,789 365,255 

賞与引当金繰入額 14,662 24,509 

退職給付費用 23,685 20,284 

減価償却費 30,598 25,769 

その他 529,094 518,153 

販売費及び一般管理費合計 977,830 953,972 

営業利益又は営業損失（△） △39,909 8,713 

営業外収益    

受取利息 31 34 

受取配当金 15,763 15,248 

設備賃貸料 3,698 3,698 

貸倒引当金戻入額 1,895 853 

保証債務取崩額 673 272 

その他 4,318 1,985 

営業外収益合計 26,380 22,092 

営業外費用    

支払利息 471 － 

手形売却損 4,627 3,500 

支払手数料 1,000 1,000 

その他 96 50 

営業外費用合計 6,195 4,551 

経常利益又は経常損失（△） △19,724 26,254 

特別利益    

固定資産売却益 16,693 － 

投資有価証券売却益 15,645 － 

特別利益合計 32,338 － 

特別損失    

固定資産除却損 133 25 

特別退職金 14,342 － 

事業所移転費用 1,031 － 

特別損失合計 15,507 25 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△2,893 26,228 

法人税、住民税及び事業税 4,748 11,175 

法人税等還付税額 0 － 

法人税等調整額 △63 △59 

法人税等合計 4,684 11,116 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,577 15,112 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
185 △82 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△7,762 15,195 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,577 15,112 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △12,643 2,040 

その他の包括利益合計 △12,643 2,040 

四半期包括利益 △20,221 17,153 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △20,406 17,236 

非支配株主に係る四半期包括利益 185 △82 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△2,893 26,228 

減価償却費 42,072 36,850 

のれん償却額 19,928 19,928 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,852 △853 

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,580 △5,744 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △38,078 △458 

受取利息及び受取配当金 △15,795 △15,282 

支払利息 471 － 

固定資産売却損益（△は益） △16,693 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △15,645 － 

固定資産除却損 133 25 

特別退職金 14,342 － 

事業所移転費用 1,031 － 

売上債権の増減額（△は増加） 713,026 491,693 

たな卸資産の増減額（△は増加） △57,544 31,414 

未収入金の増減額（△は増加） 107,367 11,747 

その他の資産の増減額（△は増加） 878 2,541 

仕入債務の増減額（△は減少） △706,417 △204,921 

未払金の増減額（△は減少） △310 △218 

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,682 △20,598 

その他の負債の増減額（△は減少） △17,725 △19,390 

小計 4,034 352,962 

利息及び配当金の受取額 15,795 15,282 

利息の支払額 △373 － 

法人税等の還付額 3,766 1,880 

法人税等の支払額 △9,428 △18,218 

特別退職金の支払額 △14,342 － 

事業所移転費用の支払額 △568 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,116 351,906 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △3,026 △7,246 

有形固定資産の売却による収入 106,590 － 

無形固定資産の取得による支出 － △4,100 

投資有価証券の取得による支出 △45,387 △11,799 

投資有価証券の売却による収入 108,320 － 

貸付金の回収による収入 472 642 

投資活動によるキャッシュ・フロー 166,968 △22,503 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の返済による支出 △610,000 － 

短期借入れによる収入 480,000 － 

自己株式の取得による支出 △208 △256 

配当金の支払額 △28,293 △28,354 

リース債務の返済による支出 △463 △996 

財務活動によるキャッシュ・フロー △158,965 △29,608 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,886 299,794 

現金及び現金同等物の期首残高 287,501 248,916 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 294,388 ※１ 548,711 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 該当事項はありません。

 

（追加情報）

 該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

 ※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

投資その他の資産 20千円 20千円 

 

 ※２ 受取手形裏書譲渡高及び手形債権流動化による譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

受取手形裏書譲渡高 132,396千円 124,750千円 

手形債権流動化による譲渡高 1,300,037 1,378,728 

 

 ※３ 手形債権流動化による受取手形譲渡代金未収金は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

未収入金 387,916千円 404,322千円

 

 ※４ 担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

    担保資産

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

出資金 213,551千円 213,551千円 

 

    担保付負債

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

買掛金 143,757千円 122,963千円 

 

  ５ 当社、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約

に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

当座貸越極度額 1,900,000千円 1,900,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,900,000 1,900,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

 該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

    ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

      下記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 294,388千円 548,711千円

預入期間が３か月を超える定期預金            －            －

現金及び現金同等物 294,388 548,711

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 33,182 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

 ２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

 ３．株主資本の著しい変動

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月10日

取締役会
普通株式 33,173 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

 ２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

 ３．株主資本の著しい変動

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

  洋紙卸売事業 
不動産賃貸 

事業 
物流事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 7,683,396 24,599 45,044 7,753,041 － 7,753,041 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
40 39,000 77,053 116,093 △116,093 － 

計 7,683,436 63,599 122,098 7,869,135 △116,093 7,753,041 

セグメント利益又はセグ

メント損失（△） 
99,472 23,968 △1,229 122,210 △162,120 △39,909 

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△162,120千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注２） 

  洋紙卸売事業 
不動産賃貸 

事業 
物流事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 7,708,417 23,299 40,580 7,772,297 － 7,772,297 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
36 39,000 97,230 136,266 △136,266 － 

計 7,708,453 62,299 137,810 7,908,563 △136,266 7,772,297 

セグメント利益 148,469 23,507 5,744 177,721 △169,008 8,713 

（注）１．セグメント利益の調整額△169,008千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（有価証券関係）

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

 当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

    １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△１円17銭 ２円29銭

（算定上の基礎）    

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

 （千円）

△7,762 15,195

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

△7,762 15,195

 普通株式の期中平均株式数（株） 6,636,271 6,634,268

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、当第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

- 16 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月10日

株式会社共同紙販ホールディングス 

取締役会 御中 

 

永和監査法人 

 
 

 
代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士 荒  川  栄  一  印 

 

  業務執行社員   公認会計士 芦  澤  宗  孝  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共同紙

販ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年

７月１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結子会社の平成28年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


